
証券コード 7084
2022年６月８日

株 主 各 位
東京都品川区西五反田一丁目３番８号

株式会社Kids Smile Holdings
代表取締役社長 中 西 正 文

第４回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第４回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、書

面又はインターネットにより事前に議決権を行使していただき、株主総会当日のご来

場は、ご無理をなされませんようお願い申しあげます。

なお、書面又はインターネットによって議決権を行使することができますので、お

手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、書面又は電磁的方法(インター

ネット)により事前に議決権を行使いただける場合には、2022年６月22日(水曜日)午後

６時までにお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 2022年６月23日(木曜日)午前10時

2. 場 所 東京都港区港南二丁目15番４号 品川インターシティホール棟

地下１階

品川インターシティ貸会議室１

(末尾の株主総会会場のご案内図をご参照ください。)

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第４期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書

類監査結果報告の件

2. 第４期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)計算書類

報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役６名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。また、資源節約のため本招集ご通知をご持参くださいますよう重ねてお願い申しあげ

ます。株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト(https://www.kidssmile-hd.co.jp/)に掲載させていただきます。

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいます

ようお願い申しあげます。
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議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご捺印は不要です）

株主総会にご出席される方

2022年6月23日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

開催日時

東京都港区港南二丁目15番４号
品川インターシティホール棟地下１階
品川インターシティ貸会議室１

開催場所

議決権行使方法についてのご案内

株主総会にご出席されない方

こちらを切り取って

ご返送ください

郵送によるご行使
「スマート行使」に
よるご行使

インターネットに
よるご行使

行使期限

2022年6月22日（水曜日）
午後6時必着

行使期限

2022年6月22日（水曜日）
午後6時まで

行使期限

2022年6月22日（水曜日）
午後6時まで

同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いた
だき、行使期限までに到着す
るようご返送ください。

同封の議決権行使書用紙の右
下「スマートフォン用議決権行
使ウェブサイトログインQRコー
ド®」をスマートフォンかタブ
レット端末で読み取ります。

【インターネットによる議決権
行使のご案内】をご参照の上、
行使期限までに賛否をご送
信ください。

 議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

※ 同一の株主様の重複行使の取り扱い
・�書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
トによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・�インターネットによる方法で複数回、同一の議案について議決権を行使された場合は、
行使期限内の最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
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第４回定時株主総会における

新型コロナウイルス感染防止への対応について

第４回定時株主総会における新型コロナウイルス感染防止に向けた当社の対応について、下記のとお

りご案内いたしますとともに、株主の皆様のご理解並びにご協力をお願い申しあげます。

記

１．当社の対応

・役員及び運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。

・受付及び会場内各所には、アルコール消毒液を設置いたします。

・受付前に検温をさせていただく予定です。なお、37.5度以上の発熱が確認された場合は原則としてご

入場をお断りさせていただきます。

・会場内では換気のため出入口の扉を開放させていただく場合がございます。

・会場の座席は一般的な場合よりも間隔を空けた配置とさせていただきます。株主総会会場にご来場の

株主様におかれましては、充分なお席が確保できない可能性がございます。ご不便をおかけする場

合、何卒ご容赦くださいますようお願い申しあげます。

２．株主様へのお願い

・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にご留意いただ

き、くれぐれもご無理をなされませぬようお願いいたします。

・前ページに記載のとおり、議決権行使は書面又はインターネットによる方法もございます。あわせて

ご検討ください。

・ご来場の株主様におかれましては、アルコール消毒液のご使用とマスク着用について、ご協力をお願

いいたします。

・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声がけをさせていただく場合や

ご退出をお願いする場合がございます。

・上記の他、株主総会開催当日の会場において、感染予防のための追加措置を講じる場合がございます

ので、あらかじめご了承のほどお願いいたします。

なお、今後の状況変化によっては、上記の内容を更新する場合がございますので、適宜当社ウェブサ

イト(https://www.kidssmile-hd.co.jp/)をご確認いただきたくお願い申しあげます。

以 上
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（添付書類）
事 業 報 告

（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の新たな

変異株が相次いで出現する中で、緊急事態宣言の発出やまん延防止等重点措置

の適用が繰り返されるなど社会経済活動の制限も続き、回復する動きも見られ

たものの、不透明感が払拭されずに推移いたしました。また、昨今のウクライ

ナ情勢による社会的な不安やロシアに対する経済制裁などによるエネルギー価

格の上昇などの影響もあり、依然として先行き不透明な状況になっております。

当社グループが属する保育・幼児教育市場においては、2021年平均の女性就

業者数は前年に比べ増加しているものの、保育の受け皿拡大に加え、新型コロ

ナウイルス感染症を背景とした利用控えにより、保育所等の利用児童数は横這

い、待機児童数は減少傾向が続いております。

一方で、教育感度の高い保護者様を中心とした、未就学児向けの教育関連サ

ービスは底堅い需要に支えられ、同市場は拡大を継続しております。

このような環境の中、当社グループは、「教育を通じて社会に貢献する」・「未

来に輝く子どもたちを育てる」を使命として、東京都を中心とした大都市圏に66

施設の認可保育所と、プレスクール一体型保育所、幼児教室及び学童施設を７

施設展開し運営しております。(2022年３月31日現在)

新型コロナウイルス感染症に対しては、お預かりするお子様・保護者様・取

引先・従業員の安全と安心を最優先に考え、自治体と連携しながら感染防止対

策を徹底するとともに、感染拡大防止にも迅速かつ適切な対応に取り組んでま

いりました。一方で当社グループが強みとする民間教育サービスにおける幼児

教育のノウハウを認可保育事業にも積極的に取り入れ、「利用者から選ばれる

園」としてのサービス向上に努めてまいりました。

新規開設施設につきましては、2021年４月１日に東京都内に認可保育所９園、

及び学童・幼児教室併設の民間教育サービス施設を１施設開設いたしました。

また、2021年10月１日に当社初となる１歳から９歳のお子様を対象とした保

育・幼児教育・学童が一体となったフラッグシップ施設「キッズガーデン南青

山」を開校いたしました。当該施設は、施設内に25ｍ専用プールを完備し、都内

最大級（約2,200㎡）の大型保育・教育施設として、当社グループの教育プログ

ラム・コンテンツの開発拠点としての役割も担ってまいります。
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以上により、当連結会計年度の当社グループの連結業績は、売上高は10,659

百万円(前連結会計年度は9,113百万円)、営業損失は214百万円(前連結会計年度

は営業損失382百万円)、経常利益は1,147百万円(前連結会計年度は983百万円)、

親会社株主に帰属する当期純利益は686百万円(前連結会計年度は547百万円)と

なりました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は1,083百万円であり、その主なも

のは、当連結会計年度中に新規に開設した保育施設及び翌連結会計年度に開設

する保育施設の内装設備等であります。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度の資金調達は、設備投資及び運転資金として、社債の発行及

び借入により10,161百万円を調達いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収分割又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第１期

(2019年３月期)
第２期

(2020年３月期)
第３期

(2021年３月期)

第４期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売 上 高 (百万円) 5,326 7,275 9,113 10,659

経 常 利 益 (百万円) 1,965 1,885 983 1,147

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 1,272 1,175 547 686

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 471.32 429.92 172.88 216.19

総 資 産 (百万円) 9,075 11,525 13,944 14,660

純 資 産 (百万円) 2,615 4,726 5,290 6,009

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 968.38 1,500.28 1,667.57 1,855.30

(注)１.当社は、2019年３月28日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っており、また、
2019年11月14日開催の取締役会決議により、2019年12月10日付で普通株式１株につき50株の割
合で株式分割を行いましたが、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の
期首から適用しており、当連結会計年度については、当該会計基準等を適用した後の指標とな
っております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第１期

(2019年３月期)
第２期

(2020年３月期)
第３期

(2021年３月期)

第４期
(当事業年度)
(2022年３月期)

売 上 高 (百万円) 213 291 364 426

経 常 利 益 (百万円) 64 86 157 176

当 期 純 利 益 (百万円) 42 60 100 113

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 15.62 21.97 31.72 35.60

総 資 産 (百万円) 1,469 2,451 2,586 3,737

純 資 産 (百万円) 1,397 2,393 2,509 2,669

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 517.13 759.36 790.73 823.97

(注)１.当社は、2019年３月28日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っており、また、
2019年11月14日開催の取締役会決議により、2019年12月10日付で普通株式１株につき50株の割
合で株式分割を行いましたが、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首
から適用しており、当事業年度については、当該会計基準等を適用した後の指標となっており
ます。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社Kids Smile Project 27百万円 100.0％
認可・小規模保育所、及びプレ
スクール等保育施設の運営並び
に教育プログラムの開発販売

③ 当事業年度末日における特定完全子会社の状況

会 社 名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社Kids Smile Project
東京都品川区西五反田一丁目
３番８号

1,354百万円 3,737百万円

(4) 対処すべき課題

当社グループはさらなる事業拡大に向けた重要課題として以下の点に取り組ん

でまいります。

① 人材の確保・労働環境整備の取り組み

質の高い保育・教育サービスを提供し、保育施設等を継続して開設していく

ためには、保育士資格等を有する優秀な人材の確保が不可欠であります。

当社グループでは、通年採用活動を行うとともに、従業員の給与の改善や人

事評価制度の構築・改善、各運営施設に対する本部運営機能・管理体制の強化

による現場職員へのケア、安全管理体制、働き方改革等の徹底を推進する等、

働きやすい環境づくりに注力しております。
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② 提供サービスの質の向上

各分野の専門集団との連携を構築し、「KID'S PREP.PROGRAM」やモンテッソー

リをはじめとする教育プログラムの導入や、教育研修制度の充実を図り、提供

サービスの質の向上に向けて取り組んでまいります。

③ コンプライアンスへの取り組み

当社グループでは、多くのお子様を預かる事業を行っており、認可保育事業

は許認可事業です。従って、児童福祉法等の関連法令の遵守が事業継続の大前

提です。またサービス利用者の個人情報を有しており、当該情報を取り扱うこ

とも多いことから、個人情報の管理は重要なものであると認識しております。

コンプライアンスの徹底が求められる中で、当社グループでは、適宜改正され

る法令に対応すべく、諸規程等のルールや社内管理体制を整備・徹底し、役職

員全員に対する研修等により、日常的にコンプライアンスに対する意識を高め、

適正に業務を遂行してまいります。

④ 収益基盤の多様化

当社グループの運営する認可保育所の多くは、国や自治体からの補助金を基

盤として運営されており、事業は安定的に推移いたしますが、政策や制度変更

の影響を受けやすい傾向があります。一方、幼児教育無償化により可処分所得

の増加による影響も伴い民間教育サービスの市場は拡大すると見込んでおりま

す。このような環境を踏まえ当社グループでは、補助金に頼らない民間教育サ

ービスの展開に重点を置き、既存のプレスクール一体型保育所のノウハウやブ

ランド力・知名度を活かし、学童保育等の新サービスの展開・海外展開・フラ

ンチャイズ化・他社とのアライアンス等収益基盤の多様化に取り組んでまいり

ます。

⑤ 保育所・教育施設開設用不動産の確保

当社グループが開設する保育所・教育施設は、不動産所有者から土地や建物

を賃借します。自治体のニーズや保護者様の期待に応えられる候補地を短期間

で探し出すために、当社グループでは金融機関や不動産開発業者等と常に必要

な不動産情報が交換できる関係を構築しており、金融機関は取引実績によるも

のから、不動産開発業者とは過去の成約実績からその関係を強固なものにして

おります。今後におきましても、広域での不動産情報の入手のため、関係強化

に努めるとともに、適切な開設候補地の開発に取り組んでまいります。
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◇新型コロナウイルス感染症の影響及び対応

新型コロナウイルス感染症の拡大の波が繰り返す中で、当社グループは運営

する認可保育所、プレスクール一体型保育所、学童及び幼児教室において、よ

り良いサービスの提供とともに、社会福祉の重要な拠点としてその事業を確実

に継続することができるよう、お子様及び保護者様の安全を第一に考え、また

従業員が安心して働けるよう、対策とその実行に取り組んでおります。感染者

が発生した場合は、各自治体とも連携して臨時休園又は規模を縮小しての開園

を実施する一方、本部においては在宅勤務や時差出勤を実施するとともにオフ

ィス内での感染防止対策を講じております。

なお、認可保育所は毎月月初の在籍園児数に応じて補助金が交付される制度

となっており業績に与える影響は軽微でありますが、当社グループでは、財務

の健全性を図りつつ、保育所等の開設に必要な資金についても安定的に調達す

るために財務基盤の安定性確保に努めております。

当面、「ウィズコロナ」の取り組みは継続することが想定されます。安全・安

心志向、リモートワークなどの働き方改革、デジタルシフト等、生活様式にも

大きな変化が起こっています。また、緊急時においては特に医療・交通・金

融・警察・消防・社会福祉等の社会生活を維持する上で必要なサービスに従事

している保護者の方に保育・幼児教育等を提供することについても、ますます

重要になってまいります。

当社グループは、お子様、保護者様、取引先、従業員の安全・安心確保の取

り組みの徹底、働き方改革の推進による従業員の雇用の安定を図るとともに、

オンラインコミュニケーションツール等を活用した保育・幼児教育サービスの

提供等、新しい生活様式に対応した事業展開により企業価値の向上に取り組ん

でまいります。
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(5) 主要な事業内容(2022年３月31日現在)

当社グループは、子会社の経営管理を主な事業内容とする当社と認可保育所・

プレスクール一体型保育所の運営を主な事業内容とする連結子会社１社(株式会社

Kids Smile Project)により構成されており、次世代を担う子どもたちを育成する

保育と幼児教育を主な事業として営んでおります。

(6) 主要な事業所(2022年３月31日現在)

① 当社

本社：東京都品川区西五反田一丁目３番８号

② 子会社

(運営施設数)

地域区分 施設数

認可保育所(東京都) 59施設

認可保育所(神奈川県) ５施設

認可保育所(愛知県) ２施設

プレスクール一体型保育所(東京都) ５施設

学童・幼児教室併設施設(東京都) １施設

幼児教室(東京都) １施設

(7) 使用人の状況(2022年３月31日現在)

① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

1,103名〔 312名〕 92 名増 〔 57名増 〕

(注) １.使用人数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か
ら当社グループ内への出向者を含む)であります。

２.使用人数の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
３.当社グループは、幼児教育事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

４名 ２名増 52.9歳 1.1年

(注) １.当社は純粋持株会社であり、役員と当社子会社の兼務者(４名)で構成されております。
２.当社子会社である兼務先の勤続年数を含む平均勤続年数は2.0年となります。
３.当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。
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(8) 主要な借入先の状況(2022年３月31日現在)

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 1,137 百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 998 百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 833 百万円

株 式 会 社 山 梨 中 央 銀 行 599 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 568 百万円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 157 百万円

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 62 百万円

(注)１. 株式会社横浜銀行、株式会社千葉銀行、株式会社山梨中央銀行、株式会社みずほ銀行、株式
会社武蔵野銀行、株式会社東日本銀行の残高には、株式会社みずほ銀行を幹事とするシンジケー
トローンによる借入244百万円が含まれております。
２. 株式会社三菱UFJ銀行の借入額には社債（私募債）の未償還額1,000百万円が含まれておりま
す。
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2. 会社の株式に関する事項(2022年３月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 10,800,000株

(2) 発行済株式の総数 3,239,150株

(3) 株 主 数 1,154名

(4) 大 株 主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社エーエムカンパニー 1,500,000 株 46.31 ％

中西 正文 850,000 26.24

株式会社ＳＢＩ証券 190,268 5.87

穐田 誉輝 136,100 4.20

中西 亜由美 75,000 2.32

植島 幹九郎 22,100 0.68

BNYM SA/NV FOR BNY
M FOR BNYM GCM CLI
ENT ACCTS M ILM FE

12,804 0.40

J.P. MORGAN SECURITIES PLC 10,400 0.32

葉田 治央 10,000 0.31

服部 将文 10,000 0.31

(注) １．株式会社エーエムカンパニーは、当社代表取締役である中西正文が株式を保有する資産管理
会社であります。

２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しており、小数点第３位未満を四捨五入し表示してお
ります。

(5) その他株式に関する重要な事項

①当事業年度における新株予約権の行使により、発行済株式の総数が67,150株、

資本金が23,870,000円、資本準備金が23,870,000円増加しております。
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3. 会社の新株予約権に関する事項

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

(2022年３月31日現在)

(1) 2019年３月28日開催の取締役会決議による第１回新株予約権

① 新株予約権の払込金額

１個につき600円

② 新株予約権の行使価額

１株につき700円

③ 新株予約権の行使条件

ア．新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、

監査役、従業員の地位にあることを要する。

イ．当社の普通株式が、いずれかの金融商品取引所に上場していること。

ウ．新株予約権者が死亡した場合、その相続人による権利行使は認めないもの

とする。

エ．その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する「第１回新株予約権割当契約書」に定めるところに

よる。

④ 新株予約権の行使期間

2019年３月29日から2029年３月28日まで

⑤ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役
(社外取締役を除く)

95個 普通株式 4,750株 ２名

(2) 2019年３月28日開催の取締役会決議による第２回新株予約権

① 新株予約権の払込金額

払込を要しない

② 新株予約権の行使価額

１株につき700円

③ 新株予約権の行使条件

ア．新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、

監査役、従業員の地位にあることを要する。

イ．当社の普通株式が、いずれかの金融商品取引所に上場していること。

ウ．新株予約権者が死亡した場合、その相続人による権利行使は認めないもの

とする。
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エ．その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予

約権者との間で締結する「第２回新株予約権割当契約書」に定めるところに

よる。

④ 新株予約権の行使期間

2021年３月29日から2029年３月28日まで

⑤ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役
(社外取締役を除く)

120個 普通株式 6,000株 ２名

(3) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権

等の状況

該当事項はありません。

(4) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等(2022年３月31日現在)

地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況

代表取締役社長 中 西 正 文 ㈱Kids Smile Project代表取締役社長

取 締 役 副 社 長
土 居 亜由美

(戸籍名：中西亜由美)
㈱Kids Smile Project取締役副社長幼児教育・事業
戦略ユニット長

専 務 取 締 役 田 上 節 朗 ㈱Kids Smile Project専務取締役管理ユニット長

取 締 役
久保山 路 子

(戸籍名：岩﨑路子)

㈱三越伊勢丹ホールディングス社外取締役兼取締役
会議長
㈱三井住友銀行社外取締役監査等委員
明治ホールディングス㈱社外取締役
㈱Kids Smile Project社外取締役

取 締 役 神 成 尚 史
㈱ＴＢＳテレビ社長室顧問
㈱Kids Smile Project社外取締役

常 勤 監 査 役 森 博 司
㈱モリックス代表取締役
㈱Kids Smile Project常勤監査役

監 査 役
古 西 桜 子

(戸籍名：西本桜子)

TMI総合法律事務所カウンセル
公益社団法人顔と心と体研究会理事
㈱Kids Smile Project監査役

監 査 役 渡 辺 拓 也
渡邉拓也事務所代表
クリヴィアアドバイザリー㈱代表取締役
㈱Kids Smile Project監査役

(注) １. 取締役久保山路子氏及び神成尚史氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

２. 監査役森博司氏、古西桜子氏及び渡辺拓也氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で
あります。

３．当社は、取締役久保山路子氏及び神成尚史氏、監査役森博司氏、古西桜子氏及び渡辺拓也氏
を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 監査役古西桜子氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有してお
ります。

５. 監査役渡辺拓也氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

６. 取締役徳光悠太、井上雄介の両氏は、2021年６月23日開催の第３回定時株主総会終結の時を
もって任期満了により取締役を退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

社外取締役及び各監査役は、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており

ます。
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(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づき、当社及び当社子会社である

株式会社Kids Smile Projectの取締役（社外取締役含む）及び監査役（社外監査

役含む）全員を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しています。

当該保険契約では、役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責

任追及に係る請求を受けることによって生ずる損害について填補する契約です。

ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害

は填補されないなど、一定の免責事由があります。なお、保険料は全額当社が負

担しております。

(4) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報酬等の額

取締役
(うち社外取締役)

７名
(３名)

131,400千円
( 8,850千円)

監査役
(うち社外監査役)

３名
(３名)

11,610千円
( 11,610千円)

合 計
10名

(６名)
143,010千円

( 20,460千円)

(注)1. 取締役の報酬限度額は、2018年４月23日開催の臨時株主総会において年額500百万円以内(ただ
し、使用人分給与は含まない)と決議されております。当該決議時点の取締役の員数は５名で
す。

2. 監査役の報酬限度額は、2018年４月23日開催の臨時株主総会において年額30百万円以内と決議
されております。当該決議時点の監査役の員数は３名です。

3. 上記の取締役及び監査役の支給人員には、2021年６月23日開催の第３回定時株主総会終結の時
をもって任期満了により退任した取締役２名を含んでおります。

(5) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針等

当社は、取締役会の決議によって、下記のとおり、取締役の個人別の報酬等の

内容についての決定に関する方針を定めており、社外取締役を除く個々の取締役

の職責及び実績等を評価するのは代表取締役社長が最も適切であることから、当

該方針に則って、代表取締役社長中西正文が、当事業年度に係る取締役の個人別

の報酬等の額を決定しております。この決定にあたり、社外取締役は決定理由に

ついて説明を受けこれを了承しており、取締役会としては、当事業年度に係る取

締役の個人別の報酬等の額が当該方針に沿うものであると判断しております。

１．取締役の個人別の報酬等の額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内

で、当社の経営状況、個々の役員の職責及び実績等を勘案し、取締役会から

委任を受けた代表取締役社長が決定する。

２. 代表取締役社長は、決定にあたり社外取締役に決定理由について説明する。

３. 非金銭報酬等は採用せず、金銭報酬のみとする。
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４. 業績連動報酬等は採用しない。

５. 月例報酬とする。

(6) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

社外役員の兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名
主な活動状況及び社外取締役が果たすことが
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 久保山 路 子

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席し、事業会社の
商品開発・マーケティング部門において、また、大学教授、上場会
社の社外取締役として培われた長年の豊富な経験と幅広い見識をも
とに、当社の経営全般についての発言・提言を随時行っており、コ
ーポレート・ガバナンス強化に寄与しております。

社外取締役 神 成 尚 史

2021年６月に就任後開催された取締役会12回の全てに出席し、上場
会社の取締役、常勤監査役として長年の経験をもとに、当社の経営
全般について発言・提言を随時行っており、独立した客観的な立場
から経営陣に対する実効性の高い監督に寄与しております。

常勤監査役 森 博 司
当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会14回の全てに出
席し、適宜質問、意見表明等の発言を行っております。

監 査 役 古 西 桜 子
当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会14回の全てに出
席し、適宜質問、意見表明等の発言を行っております。

監 査 役 渡 辺 拓 也
当事業年度に開催された取締役会19回及び監査役会14回の全てに出
席し、適宜質問、意見表明等の発言を行っております。
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5. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

PwC京都監査法人

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金
銭その他の財産上の利益の合計額

17百万円

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておりませんので、上記金額にはこれらの合計額を
記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の報酬等について、監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの相当性について判断した結果、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があ

ると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締

役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、業務の適正を確保するための体

制整備の基本方針として、以下の「内部統制システムの整備に関する基本方針」を

定めております。

① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(a) 当社グループは、全役職員が法令、定款はもとより社会規範を遵守するこ

とを明確にするとともに、その遵守の重要性について繰り返し情報発信す

ることにより、周知徹底を図ります。

(b) 当社グループは、「コンプライアンス委員会」、稟議制度、内部監査及び顧

問弁護士による助言等によりコンプライアンス体制を構築し、コンプライ

アンスの遵守状況や事業におけるリスクの把握に努め、コンプライアンス

の実効性を確保いたします。

(c) 「コンプライアンス委員会」は、万が一不正行為が発生した場合には、そ

の原因究明、再発防止策の策定及び情報開示に関する審議を行い、その結

果を踏まえて再発防止活動を推進いたします。

(d) 内部通報体制として「内部通報規程」に基づき、通報窓口を設け、法令及び

その他コンプライアンスの違反又はその恐れのある事実の早期発見に努め

ます。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 情報セキュリティについては、「情報セキュリティ管理規程」に基づき、情

報セキュリティに関する責任体制を明確化し、情報セキュリティの維持・

向上のための施策を継続的に実施する情報セキュリティ管理体制を確立い

たします。情報セキュリティに関する具体的な施策については、取締役会

で審議し、推進いたします。

(b) 個人情報については、法令及び「個人情報管理規程」に基づき、厳重に管理

いたします。

(c) 取締役の職務執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」に基づ

き、文書又は電磁的媒体に記録し、保存いたします。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 当社グループは、「リスク管理規程」」に基づき、潜在的リスクの早期発見及

び事故・不祥事等に対する迅速かつ適切な対応を講じます。

(b) 経営上の重大なリスクへの対応方針、その他リスク管理の観点から重要な

事項については、「リスク管理委員会」において十分な審議を行い、その結

果を取締役会に報告いたします。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 取締役会は、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催

し、事業運営に関する機動的な意思決定を行います。

(b) 中期経営計画により、中期的な基本戦略、経営指標を明確化するとともに、

年度毎の利益計画に基づき、目標達成のための具体的な諸施策を実行いた

します。

(c) 当社グループは、「組織規程」及び「職務分掌規程」、「職務権限規程」に基づ

き、担当職務、業務分掌、指揮命令関係等を明確化し、取締役の効率的な

職務執行を図るとともに、その職務執行状況を適宜、取締役会に報告いた

します。

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(a) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社グループの総合的な発展及び業績向上を目的に「関係会社管理規程」に

基づき、子会社は当社に協議又は報告を行います。

(b) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」に従い、当社グループに内在するリスクについて管理し、

当社グループ会社において、規模や業態に応じたリスクマネジメントを実

施いたします。

(c) 子会社の取締役等の職務執行が効率的に行われることを確保するための体

制

当社グループ会社において、規模や業態に応じ、意思決定ルールや職務権

限の整備を行うとともに、当社グループ全体の事業運営に関する重要な事

項の協議又は報告を行います。

(d) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

監査役は、当社グループの各部門に対し、部門監査・重要書類閲覧・重要

会議出席を通じ、業務執行状況を定期的に監査します。さらに、内部監査

部門は、当社グループの各部門に対し、業務執行と経営方針との整合性、

経営の効率性、関連法令の遵法性の面から監査及び支援を行います。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項

(a) 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置きます。当

該使用人は、もっぱら監査役の指揮命令に従うものとします。

(b) 監査役の職務を補助する使用人の任命・異動等人事に関する事項について

は、監査役の同意を得た上で行い、指揮命令等について当該使用人の取締

役からの独立性を確保いたします。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役への報告に

関する体制

(a) 当社グループの取締役等、使用人及び子会社の監査役は、監査役の求めに

応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告を行います。

(b) 監査役は、重要会議への出席又は不定期の会議等において、経営の状態、

事業遂行の状況、財務の状況、内部監査の実施状況、リスク管理及びコン

プライアンスの状況等の報告を受理いたします。

⑧ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

「内部通報規程」において、通報者が通報を行ったことに関していかなる不利

益も与えてはならないことを明確にいたします。

⑨ 監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

監査役は、会計監査人や弁護士への相談に係る費用を含め、職務の執行に必

要な費用を会社に請求することができ、会社は当該請求に基づき支払います。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 監査役は、重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するために、取締役

会等の重要な会議に出席するとともに、稟議書その他重要な業務執行に関

する文書を閲覧いたします。

(b) 監査役は、会計監査人及び内部監査責任者と監査上の重要課題等について

定期的な情報交換を行い、相互の連携を深め、内部統制状況を監視いたし

ます。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制

(a) 金融商品取引法その他法令に基づき、内部統制の有効性の評価、維持、改

善等を行います。

(b) 当社グループの各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽

制、日常的モニタリング等を実施し、財務報告の適正性の確保に努めます。
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⑫ 反社会的勢力への対応

(a) 当社グループは、「反社会的勢力に対する基本方針」及び「反社会的勢力対応

マニュアル」に基づき、反社会的勢力の排除に向けた体制の整備を強化いた

します。

(b) 反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から所轄警察署や顧問弁護士等、

外部専門機関との密接な連携を構築いたします。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における、当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要は、以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般

当社グループは、内部監査業務を通して、内部統制システム全般の整備、運

用状況の評価及び改善を実施しております。

② コンプライアンス

当社グループでは、法令遵守体制の点検・強化を推進するため「コンプライア

ンス規程」に基づき、「コンプライアンス委員会」を設置し、適切に対処するこ

とができる仕組みを講じております。また「内部通報規程」により相談・通報

体制を設けており、コンプライアンスの実効性向上に努めております。

③ リスク管理

当社グループでは、「リスク管理規程」に基づき、様々なリスクを一元的に予

防、管理すること、またリスクが発生した場合には、迅速かつ的確な対応を

することを目的として、「リスク管理委員会」を設置し、適切に対処すること

ができる仕組みを講じております。

④ 取締役の職務執行

当社は、取締役会規程に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令又は

定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締役

の職務執行の監督を行っております。なお、当事業年度につきましては、取

締役会を19回開催しております。

⑤ 監査役の職務執行

監査役は、取締役会への出席並びに取締役及び使用人からのヒアリング、さ

らには常勤監査役による重要な会議への出席を通じて、当社グループの内部

統制の整備及び、運用状況について確認を行うとともに、より健全な経営体

制と効率的な運用を行うための助言を行っております。また監査役は、会計

監査人及び内部監査責任者など内部統制に係る組織と適宜情報交換を行い、

連携を保ちながら監査の実効性を確保しております。
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7. 株式会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

8. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は株主への利益還元を重要な経営課題の一つとして認識しており、今後の

経営成績及び財務状態、配当性向に加え、事業・投資計画、事業環境等を総合的

に勘案し、内部留保とのバランスをとりつつ配当について検討していく方針であ

ります。

しかしながら、現時点では事業も成長段階にあることから内部留保の充実が重

要であると考え、配当を行っておらず、今後の配当実施の可能性及び実施時期に

ついては未定であります。

なお、内部留保につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開のための

財源として有効に活用していく所存であります。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2022年３月31日現在）
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 4,549,798 流 動 負 債 3,665,609

現 金 及 び 預 金 3,153,894 短 期 借 入 金 1,860,899

売 掛 金 15,627 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 145,000

前 払 費 用 373,981 １年内返済予定の長期借入金 671,345

未 収 入 金 975,251 未 払 金 312,525

そ の 他 31,143 未 払 費 用 184,892

貸 倒 引 当 金 △100 未 払 法 人 税 等 111,111

固 定 資 産 10,111,124 賞 与 引 当 金 247,031

有 形 固 定 資 産 8,753,106 そ の 他 132,803

建 物 及 び 構 築 物 7,845,448 固 定 負 債 4,985,655

工 具、 器 具 及 び 備 品 156,649 社 債 855,000

建 設 仮 勘 定 678,410 長 期 借 入 金 1,582,577

そ の 他 72,598 資 産 除 去 債 務 130,878

無 形 固 定 資 産 4,073 繰 延 税 金 負 債 2,130,472

そ の 他 4,073 退 職 給 付 に 係 る 負 債 57,319

投資その他の資産 1,353,943 長 期 前 受 金 176,212

長 期 前 払 費 用 568,389 そ の 他 53,194

敷 金 及 び 保 証 金 778,114 負 債 合 計 8,651,264

繰 延 税 金 資 産 3,576 （純 資 産 の 部）

そ の 他 3,863 株 主 資 本 6,011,947

資 本 金 599,522

資 本 剰 余 金 499,522

利 益 剰 余 金 4,912,903

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △2,346

退職給付に係る調整累計額 △2,346

新 株 予 約 権 57

純 資 産 合 計 6,009,658

資 産 合 計 14,660,922 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,660,922

※ 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 10,659,121

売 上 原 価 9,629,184

売 上 総 利 益 1,029,936

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,244,734

営 業 損 失 △214,797

営 業 外 収 益

補 助 金 収 入 1,418,887

そ の 他 7,110 1,425,997

営 業 外 費 用

支 払 利 息 27,947

支 払 手 数 料 12,120

社 債 発 行 費 18,968

そ の 他 4,224 63,261

経 常 利 益 1,147,938

特 別 損 失

減 損 損 失 82,240

そ の 他 14 82,254

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,065,684

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 142,137

法 人 税 等 調 整 額 237,237 379,375

当 期 純 利 益 686,309

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 686,309
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連結株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 575,652 475,652 4,238,229 5,289,533

会計方針の変更による累積
的影響額

△11,634 △11,634

会計方針の変更を反映した当期
首残高

575,652 475,652 4,226,594 5,277,898

当期変動額

新株の発行 23,870 23,870 47,740

親会社株主に帰属する
当期純利益

686,309 686,309

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額）

―

当期変動額合計 23,870 23,870 686,309 734,049

当期末残高 599,522 499,522 4,912,903 6,011,947

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 ― ― 792 5,290,325

会計方針の変更による累積
的影響額

△11,634

会計方針の変更を反映した当期
首残高

― ― 792 5,278,690

当期変動額

新株の発行 47,740

親会社株主に帰属する
当期純利益

686,309

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純額）

△2,346 △2,346 △735 △3,081

当期変動額合計 △2,346 △2,346 △735 730,968

当期末残高 △2,346 △2,346 57 6,009,658
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連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 １社

・主要な連結子会社の名称 株式会社Kids Smile Project

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

ア．リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。

なお、2016年４月１日以降に取得した建物及び構築物は定額法によってお

ります。

イ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間定額法によっております。

② 無形固定資産

ア．リース資産以外の無形固定資産

定額法によっております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期

に見合う分を計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識してお

ります。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足につれて）収益を認識する。

当社グループは、主に自治体より認可を受けた保育施設及び当社グループが独

自に運営している認可外保育施設を運営しております。

主に認可保育所の補助金及び認可外保育所の保育料等は、一時点で移転される

財又はサービスに関する収益として、保育サービス提供時に履行義務が充足し収

益を認識しております。

なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね１ケ月以内に支払いを受け

ており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

また認可外保育所の入会金及び年会費は、一定の期間にわたり移転される財又

はサービスに関する収益として、入会月から履行義務を提供する期間にわたり収

益を認識しております。入会金の提供期間は、過去の実績に基づき入会から退園

までの期間を平均し算出しております。

なお、取引の対価は、保育サービス提供前までに支払いを受けており、対価の

金額に重要な金融要素は含まれておりません。
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(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

② 退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生年度に即時費用処理しております。

③ 消費税等の会計処理

控除対象外消費税等については、当連結会計年度の負担すべき期間費用とし

て処理しております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、

投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し、５年間で均等償却を行ってお

ります。

2. 会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した

財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、履行義務の識別及び充足時点について検討した結果、一部のサー

ビス提供については一定期間にわたり収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金

に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の売上高、売上総利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ178千円減少し、営業損失は178千円増加しております。ま

た、利益剰余金の当期首残高は11,634千円減少しております。
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(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定

会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年

７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連

結計算書類に与える影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記

(1) 固定資産の減損に係る見積り

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

減損損失 82,240千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、保育施

設を基本単位として資産のグルーピングを行っております。

資産のグルーピングの上、減損の兆候がある場合には、減損損失を認識する

かどうかの判定を実施しております。なお減損の兆候については、各保育施設

の事業の業績悪化、開園後の事業計画と実績数値の著しい剥離、保育施設の資

産の回収可能性が困難となる状況の発生等を踏まえ識別をしております。

減損損失の認識については、資産又は資産グループから得られる割引前将来

キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を

認識することとなります。割引前将来キャッシュ・フローの見積りは事業計画

に基づいて行っており、重要な仮定として各保育施設の定員充足率を用いてお

ります。

減損損失を認識すべきであると判定された資産グループについては、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失として

おります。

回収可能価額を算定するにあたっては、グルーピングされた資産ごとの処分

費用控除後の正味売却価額と使用価値のいずれか高い金額を使用しております。
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4. 連結貸借対照表に関する注記

資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,393,283千円

工具、器具及び備品 288,682千円

その他 94,666千円

(注) 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

5. 連結計算書類に関する注記

減損損失

場所 用途 種類 金額

東京都 保育施設(３園)
建物及び構築物

82,240千円

工具、器具及び備品

神奈川県 保育施設(１園)
有形固定資産「その他」

無形固定資産「その他」

愛知県 保育施設(１園) 長期前払費用

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、保育施設

を基本単位として資産のグルーピングを行っております。このうち、営業キャッ

シュ・フローが悪化している施設について、帳簿価額を回収可能見込額まで減額

し、当該減少額を減損損失(建物及び構築物41,026千円、工具、器具及び備品967

千円、有形固定資産「その他」3,744千円、無形固定資産「その他」123千円、長期

前払費用36,378千円)として特別損失を計上しております。
なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・

フローが見込めないことにより、零と評価しております。

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

① 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 3,239,150株

② 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株

式の数

普通株式 49,350株

7. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、安全性の高い預金等の金融資産で運

用を行っております。また、資金調達については、事業に必要な運転資金及び

設備資金を銀行借入等により調達しております。
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② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、取引先の信用リスクに晒されており

ます。敷金及び保証金は、主に賃貸契約における敷金・保証金であり、差入先

の信用リスクに晒されております。

未払金は、短期間で決済されるものであります。借入金は、主に運転資金及

び設備資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後

10年であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

営業債権である売掛金及び未収入金については、取引先ごとに期日管理を行

い、定期的にモニタリングを行っております。敷金及び保証金については、差

入先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早

期把握と軽減を図っております。

また、営業債務や借入金は、流動リスクに晒されておりますが、当社グルー

プでは資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価に関する事項

2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、

「短期借入金」、「未払金」については、現金であること、及び短期間で決済される

ため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 敷金及び保証金 778,114 777,319 △795

資産計 778,114 777,319 △795

(1) １年内償還予定の社債 145,000 148,194 3,194

(2) １年内返済予定の長期借入金 671,345 674,390 3,045

(3) 社債 855,000 854,967 △32

(4) 長期借入金 1,582,577 1,584,632 2,055

負債計 3,253,923 3,262,184 8,261
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(注1) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 3,153,894 ― ― ―

売掛金 15,627 ― ― ―

未収入金 975,251 ― ― ―

敷金及び保証金 4,894 171,587 15,281 586,351

合計 4,149,667 171,587 15,281 586,351

(注2) 社債、短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,860,899 ― ― ― ― ―

社債 145,000 145,000 145,000 145,000 145,000 275,000

長期借入金 671,345 561,765 252,182 211,770 179,920 376,938

合計 2,677,244 706,765 397,182 356,770 324,920 651,938

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 敷金及び保証金 777,319 777,319

資産計 777,319 777,319

(1) １年内償還予定の社債 148,194 148,194

(2) １年内返済予定の長期借入金 674,390 674,390

(3) 社債 854,967 854,967

(4) 長期借入金 1,584,632 1,584,632

負債計 3,262,184 3,262,184

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金

これらの時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存

期間に対応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

１年内償還予定の社債、社債

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用

リスクを加味した利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分

類しております。

１年内返済予定の長期借入金、長期借入金

固定金利によるものは、元利金の合計額を、当該借入金の残存期間及び信用リス

クを加味した利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

8.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当連結会計年度

一時点で移転される財又はサービス 10,643,914

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 15,206

合計 10,659,121
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(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約残高

(単位：千円)

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 1,092,283 987,399

契約負債 11,634 11,813

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」、「未収入金」に

含まれており、契約負債は流動負債の「その他」、「長期前受金」に含まれております。

また、期首時点の契約負債のうち9,129千円は当連結会計年度の収益として計上され

ております。

② 履行義務の充足期間

(単位：千円)

自 2022年４月１日

至 2023年３月31日

自 2023年４月１日

至 2024年３月31日

9,932 1,880

9. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,855円30銭

１株当たり当期純利益 216円19銭

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11. その他の注記

新型コロナウイルス感染症の影響は、経済や企業活動に広範な影響を与える事

象であり、それらが当社グループに及ぼす影響及び当感染症の終息時期を合理的

に予測することは困難であります。よって、当連結会計年度は、2023年３月期の

一定期間にわたりその影響が続くという一定の仮定に基づいて、繰延税金資産の

回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
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貸 借 対 照 表

（2022年３月31日現在）
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,357,704 流 動 負 債 213,803

現 金 及 び 預 金 325,029 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 145,000

売 掛 金 41,755 未 払 金 18,580

前 払 費 用 3,157 未 払 費 用 492

短 期 貸 付 金 1,979,000 未 払 法 人 税 等 45,026

未 収 入 金 8,761 預 り 金 4,703

固 定 資 産 1,380,133 固 定 負 債 855,000

無 形 固 定 資 産 2,761 社 債 855,000

商 標 権 2,761 負 債 合 計 1,068,803

投資その他の資産 1,377,371 （純 資 産 の 部）

関 係 会 社 株 式 1,354,058 株 主 資 本 2,668,976

敷 金 及 び 保 証 金 20,977 資 本 金 599,522

繰 延 税 金 資 産 2,335 資 本 剰 余 金 1,753,580

資 本 準 備 金 1,753,580

利 益 剰 余 金 315,873

そ の 他 利 益 剰 余 金 315,873

繰 越 利 益 剰 余 金 315,873

新 株 予 約 権 57

純 資 産 合 計 2,669,033

資 産 合 計 3,737,837 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,737,837

※ 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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損 益 計 算 書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 426,355

売 上 原 価 ー

売 上 総 利 益 426,355

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 239,155

営 業 利 益 187,200

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,170

そ の 他 0 8,170

営 業 外 費 用

支 払 手 数 料 10

社 債 発 行 費 18,968 18,978

経 常 利 益 176,392

税 引 前 当 期 純 利 益 176,392

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 63,677

法 人 税 等 調 整 額 △308 63,369

当 期 純 利 益 113,022
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株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 575,652 1,729,710 1,729,710 202,851 202,851

当期変動額

新株の発行 23,870 23,870 23,870

当期純利益 113,022 113,022

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 23,870 23,870 23,870 113,022 113,022

当期末残高 599,522 1,753,580 1,753,580 315,873 315,873

株主資本
新株予約権 純資産合計

株主資本合計

当期首残高 2,508,214 792 2,509,006

当期変動額

新株の発行 47,740 47,740

当期純利益 113,022 113,022

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

― △735 △735

当期変動額合計 160,762 △735 160,027

当期末残高 2,668,976 57 2,669,033
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数は10年であります。

(3) 収益及び費用の計上基準

当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足につれて）収益を認識する。

当社は、子会社への経営指導を行っており、当社の子会社を顧客としておりま

す。経営指導にかかる契約については、当社の子会社に対し事業の企画等経営の

指導・助言等を行うことを履行義務として識別しております。当該履行義務は、

当社の子会社が収益を計上するにつれて充足されるものであり、当社子会社の売

上高に一定の料率を乗じた金額を収益として計上しております。

取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね１ケ月以内に支払いを受けており

ます。なお、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時全額費用処理しております。

2. 会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
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ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、収益認識会計

基準等の適用による損益に与える影響はありません。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準等第84項のただし書

きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影

響はありません。

(2) 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月

４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書

類に与える影響はありません。

3. 貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

は、次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 2,029,516千円

関係会社に対する短期金銭債務 2,327千円

4. 損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引の取引高の総額

営業取引(収入分) 426,355千円

営業取引(支出分) 24,808千円

営業取引以外の取引(収入分) 8,169千円
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5. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 3,656千円

その他 130千円

繰延税金資産合計 3,786千円

繰延税金負債

その他 1,450千円

繰延税金負債合計 1,450千円

繰延税金資産純額 2,335千円

6. 関連当事者との取引に関する注記

(単位：千円)

会社等の
名称

議決権
等の所
有(被
所有)
の割合

関連当事
者との関
係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

株式会社
Kids
Smile
Project

(所有)
直 接
100％

経営管理

経営指導料 426,355 売掛金 41,755

資金貸付 2,019,000 短期貸付金 1,979,000

利 息 受 取
(注)

8,169 未収入金 926

業務委託費 24,808 未払金 2,274

(注) 貸付利息については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

7. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。

8. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 823円97銭

１株当たり当期純利益 35円60銭

9. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月23日

株式会社Kids Smile Holdings

取締役会 御中

PwC京都監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 源

指定社員
業務執行社員

公認会計士 若 山 聡 満

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社Kids Smile Holdingsの2021年４

月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社Kids Smile Holdings及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す

る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理

的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監

査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監

査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及

び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か

つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月23日

株式会社Kids Smile Holdings

取締役会 御中

PwC京都監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 村 源

指定社員
業務執行社員

公認会計士 若 山 聡 満

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Kids Smile Holdingsの

2021年４月１日から2022年３月31日までの第４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ
セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ

らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び

内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す

る。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第４期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、全監査役が子会
社の監査役を兼務しており、当該子会社の取締役会等に出席するほか、
子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社の業務及び財産の状況を調査し、事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、今後
ともコーポレートガバナンス強化の観点より、内部統制システムに係る
継続的な取り組みが重要であると認識しております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月25日

株式会社Kids Smile Holdings 監査役会
常勤監査役 (社外監査役) 森 博司
監 査 役 (社外監査役) 古西 桜子
監 査 役 (社外監査役) 渡辺 拓也

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

当社定款の一部を以下のとおり変更したいと存じます。

１． 変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定

する改正規定が、2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度

導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

① 変更案第15条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供

措置をとる旨を定めるものであります。

② 変更案第15条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の

範囲を限定するための規定を設けるものであります。

③ 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第15条）

は不要となるため、これを削除するものであります。

④ 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２． 変更の内容

変更内容は、以下のとおりであります。
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（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報告
、計算書類及び連結計算書類に記
載又は表示をすべき事項に係る情
報を、法務省令に定めるところに
従いインターネットを利用する方
法で開示することにより、株主に
対して提供したものとみなすこと
ができる。

（新設）

（新設）

（削除）

（電子提供措置等）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について、電子提供措置
をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる
事項のうち法務省令で定めるもの
の全部又は一部について、議決権
の基準日までに書面交付請求した
株主に対して交付する書面に記載
しないことができる。

（附則）
１． 変更前定款第15条（株主総会参考

書類等のインターネット開示とみな
し提供）の削除及び変更後定款第15
条（電子提供措置等）の新設は、会
社法の一部を改正する法律（令和元
年法律第70号）附則第１条ただし書
きに規定する改正規定の施行の日で
ある2022年９月1日（以下「施行日
」という）から効力を生ずるものと
する。

２． 前項の規定にかかわらず、施行日
から６か月以内の日を株主総会の日
とする株主総会については、変更前
定款第15条はなお効力を有する。

３． 本附則は、施行日から６か月を経
過した日又は前項の株主総会の日か
ら３か月を経過した日のいずれか遅
い日後にこれを削除する。
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第２号議案 取締役６名選任の件

本総会終結の時をもって、現任の取締役５名全員は任期満了となります。つきまし

ては、経営監督機能の強化を図るため社外取締役１名を増員することとし、取締役６

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式数

１
中
なか

西
にし

正
まさ

文
ぶみ

(1970年９月６日)

1995年４月 株式会社博報堂入社

2,350,000株

2003年12月 株式会社博報堂DYメディアパート

ナーズ転籍

2008年12月 株式会社Kids Smile Project設立、

代表取締役社長(現任)

2018年４月 当社設立、代表取締役社長(現任)

2022年４月 株式会社伸芽会社外取締役(現任)

２
土
ど

居
い

亜由美
あ ゆ み

(1977年７月19日)

1998年４月 菱光証券株式会社(現・三菱UFJモ

ルガン・スタンレー証券株式会社)

入社

75,000株

2000年１月 電通恒産株式会社(現・株式会社電

通ワークス)入社

2008年12月 株式会社ベリーニ入社

2009年５月 株式会社Kids Smile Project入社

2016年６月 同社取締役

2017年10月 同社取締役副社長

2018年４月 同社取締役副社長幼児教育・事業

戦略ユニット長(現任)

当社取締役副社長(現任)
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式数

３
田
た

上
がみ

節
せつ

朗
ろう

(1955年８月６日)

1980年４月 株式会社東京放送(現・株式会社Ｔ

ＢＳホールディングス)入社

7,500株

2002年４月 有限会社メディアアンサンブル取

締役

2005年５月 株式会社明光ネットワークジャパ

ン入社

2005年11月 同社取締役

2015年11月 同社代表取締役社長

2019年１月 当社取締役

株式会社Kids Smile Project取締

役

2019年３月 株式会社東京CL研究所(有限会社メ

ディアアンサンブルから商号変更)

取締役(現任)

2019年４月 当社専務取締役(現任)

株式会社Kids Smile Project専務

取締役

2019年６月 株式会社Kids Smile Project専務

取締役管理ユニット長(現任)

４
久保
く ぼ

山
やま

路
みち

子
こ

(1956年４月16日)

1980年４月 花王石鹸株式会社(現・花王株式会

社)入社

―株

2006年４月 同社商品広報部 部長

2011年４月 同社商品広報センター センター長

2011年９月 多摩大学大学院客員教授

2016年５月 花王株式会社生活者研究部コミュ

ニケーションフェロー

2017年６月 株式会社ジャックス社外取締役

2018年６月 株式会社三越伊勢丹ホールディン

グス社外取締役

2019年６月 株式会社三井住友銀行社外取締役

監査等委員(現任)

2020年６月 当社社外取締役(現任)

株式会社Kids Smile Project社外

取締役(現任)

2021年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディン

グス社外取締役兼取締役会議長(現

任)

2021年６月 明治ホールディングス株式会社社

外取締役(現任)
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式数

５
神
かん

成
なり

尚
たか

史
ふみ

(1956年６月８日)

1980年４月 株式会社東京放送(現・株式会社Ｔ

ＢＳホールディングス)入社

―株

2007年６月 同社経理局長

2009年６月 同社取締役

2012年６月 同社常勤監査役

2020年７月 株式会社ＴＢＳテレビ社長室顧問

(現任)

2021年６月 当社社外取締役(現任)

株式会社Kids Smile Project社外

取締役(現任)

６
新任

徳
とく

光
みつ

悠
ゆう

太
た

(1988年５月13日)

2010年２月 新日本有限責任監査法人(現・EY新

日本有限責任監査法人)入所

―株

2012年７月 SCS国際会計事務所入所

2014年８月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2016年８月 徳光悠太公認会計士事務所設立、

代表(現任)

2017年９月 エム・デー・ビー株式会社社外監

査役

2017年12月 株式会社Kids Smile Project社外

取締役

2018年３月 株式会社スペースマーケット常勤

監査役

2018年４月 当社社外取締役

2021年３月 株式会社スペースマーケット取締

役

2022年３月 株式会社スペースマーケット取締

役兼上級執行役員CFO(現任)

(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 土居亜由美氏の戸籍上の氏名は、中西亜由美であります。また、久保山路子氏の戸籍上の氏

名は、岩﨑路子であります。
3. 久保山路子氏及び神成尚史氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 久保山路子氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、事業会社の商品

開発・マーケティング部門において、また、大学教授、上場会社の社外取締役として培われ
た長年の豊富な経験と幅広い見識をもとに、多くの社外取締役を歴任しており、経営陣から
独立した客観的な立場から必要な指摘・助言をいただいており引き続き、当該見識を活かし
て取締役の業務執行に対する監督・助言等をいただくことを期待したためであります。同氏
は、過去に社外取締役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、
上記の理由から社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしま
した。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって２年となり
ます。

5. 神成尚史氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、事業会社の経理・
総務部門において培われた長年の豊富な経験と財務・会計に関する高度な知見、及び上場会
社の取締役、常勤監査役として長年の経験を有しております。これらの経験と見識を活か
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し、積極的な発言・提言をいただいております。これらのことから、同氏に継続して社外取
締役として当社の経営を監督していただくことが最適と判断したためであります。なお、同
氏の当社社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって１年となります。

6. 徳光悠太氏は、過去10年間に当社及び当社子会社の社外取締役であったことがあります。
7. 徳光悠太氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は徳光悠太氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
8. 徳光悠太氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、公認会計士及び税

理士として高い専門性を持つほか、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、ま
た2017年12月から2021年６月までの間、当社子会社社外取締役及び2018年４月から2021年６
月までの間、当社社外取締役としての経験を有しております。また上場会社の取締役として
の経験と知見により社外取締役の職務の適切な遂行が可能であり、取締役会の透明性の向上
及び監督機能の強化に繋がるものと判断し社外取締役候補者といたしました。

9. 当社と久保山路子氏及び神成尚史氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。両氏の再任が承認された場
合、当社は両氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。また徳光悠太氏につ
いても選任された場合は、当社は同氏との間で、同様の契約を締結する予定であります。

10. 当社は当社及び当社子会社である株式会社Kids Smile Projectの取締役及び監査役の全員を
被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行っ
た行為(不作為を含みます。)に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被
る損害賠償金や訴訟費用が填補されることとなります。候補者は、その選任が承認された場
合、当該保険契約の被保険者に含められることになります。なお、当社は、当該保険契約を
次回更新時に同様の内容で更新することを予定しております。

11. 取締役候補者中西正文氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社である㈱エーエムカンパニー
が所有する株式数を含めて表示しております。また、同氏は会社法第２条第４号の２に定め
る親会社等であります。同氏は、同氏の子会社等である㈱エーエムカンパニーにおいて代表
取締役の地位にあります。取締役候補者土居亜由美氏は、㈱エーエムカンパニーにおいて取
締役の地位にあります。

以 上
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品川インターシティホール

株主総会会場ご案内図

会 場

東京都港区港南二丁目15番４号
品川インターシティホール棟地下１階
品川インターシティ貸会議室１

交通のご案内 品川駅港南口（東口）徒歩約10分

駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください

ますようお願い申しあげます。


